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小金井市行財政改革市民会議（第６回） 平成２６年７月２５日

第３次行財政改革大綱重点検討項目検討状況について

１「５５ 漫以上昇経 印制」（Ｎｏ． ； ３次行財政改革大 実施項目番号

(1)現状

対象者数は４人(平成２６年４月現在)であり、財政効果は総額１２．６万円である。

(2)評価

財政効果額とそれに伴う事務作業に要する費用等を勘案の上、取組を進めるべきで

ある。また、５５歳以上昇給抑制に限らず、給与制度体制の見直し及び、職員のモチ

ベーション高揚に向けた取組を進めるべきである。

２「低未利用地の売却・有効活用」（Ｎｏ．５２

(1)現状

低未利用地の売却実績は、約２．７億円（平成２２～２５年度）である。

(2)評価

一定の成果が上がっている項目である。残っている低未利用地についても、引き続

き売却に向けた取組を進めていくべきである。

３「収納率の向上」（Ｎｏ．６２）

(1)現状

市税、国民健康保険税の収納率は、ともに多摩２６市中中位に位置している。

（市税：95.8％２１位、国民健康保険税：74.0％１８位）＊平成２５年度決算

(2)評価

徴収体制の強化、口座振替の促進などの取組を進め、収納率はもとより、２６市中

の順位についても向上を目指すべきである。

(3)今後取り組むべき具体の行動
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ア徴収体制の一元化

徴収体制を強化するため、市税・固定資産税・国民健康保険税等を一体徴収すべ

く早急に組織の見直しに着手すべきである。

イ臨戸徴収の強化、インターネットオークションへの参加

電話だけではなく、直接訪問を行っての催告や、インターネットオークションを

活用し、差し押えた財産を早期に換化すべき

である。

ウ市民への呼びかけの強化

市民に対して、口座振替の促進・期限内納付の徹底など、協力を呼びかける。

４「負担金補助金及び交付金の在り方の見直し」（Ｎｏ．１４

(1)現状

平成２６年度当初予算において、１５２の事業に対して総額約２５億円の補助金等

を予算計上している。補助金の内訳は次のとおりである。

・義務的補助金：３事業

・国（都）連動型補助金：４２事業

・任意的補助金：１１０事業（全体の７２％）

(2)事業の特徴及び見直し手法

ア教育費関連（４５事業)、民生費関連（４０事業）の両者で全体の５６％を占めて

いる。

教育費関連では、「各種事業参加補助金（５千円)」等１００万円に満たない補助金

が３５事業に上っている。このことは、事業のスクラップアンドビルドを行ってこな

かった経過を表すとともに、事務の効率化を妨げる結果となっている。

これらについては、直ちに廃止を含めた大胆な見直しに着手すべきである。

民生費関連では、総額約１５億円となっており、市の補助金総額の７３％を占めて

いる。主要なものは、民間保育所や認証保育所への支援である。また、障害児者対策

は委託料を含めて相当の予算が割かれている。

これらについては、定期的に第三者評価を行い、サービスの質とコストを検証すべ

きである。

イ「市民まつり、阿波おどり」等のイベント系事業への補助が多く見受けられる。

厳しい財政状況である小金井市において、これらの事業に多くの支出を行っていて

は、市民に対して財政危機への理解は到底得られない。また、財政支援団体以外の

各種団体に対する補助金も数多く散見される。

これら「イベント系補助」等については、財政が好転するまでの間、一律２ｏ％
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削減するなど見直しに着手すべきである。

シルバー人材センター、ウ補助金の見直しは、財政支援団体（社会福祉協議会、シルバー人材センタ

育協会等）の在り方に深く関わっている。

これら公益法人については、不断の見直しを行う必要がある。具体的には、

団体が実施している事業の内、先にあげた「イベント系事業」等や、会員の粥

については、全て法人の自主財源で行うべきである。また、主要な経営層は、

体

募を前提とすべきである。

３

具体的には、各公益

や、会員の親睦事業

般公
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小金井市行財政改革市民会議（第６回） 平成２６年７月２５日

行政診断報告書検討状況について

１内容

(1)経過

平成２４年に民間コンサルティング機関（三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルテイング㈱）

に委託し、行政診断を実施した。小金井市の抱える主要な項目について、１９の課題を

抽出し、９の提言を行った。また、各提言には短期的（１～２年後）な提言と、中・長期

的（３～６年後）に向けた改善策が示されている。

(2)目的
0

第三者的立場による現状・課題を診断し改善策を提言すること

(3)特徴

ア客観情報（財政状況等）

イ主観情報（職員の意識調査等）に基づき改善策を提言する

ウ先進自治体の調査を通じて情報提供を行う

２評価

(1)危機的な財政状況への切り込みが十分でなく、切迫感に乏しい。

(2)類似団体との比較検証が少ない。

(3)職員を対象としたアンケート調査結果については、トップマネジメントが職員の意

識に浸透していないこと、行財政改革が一人一人に理解されていないことなど、小金

井市がはらむ構造的な問題点が如実に表れている。

３諮問に対する答申の方向性

市民会議としては､上記２のとおり行政診断報告書について評価を行った。この結果、

市職員の行財政改革に対する意識が欠如していることが判明した。

今、市に求められているのは、行財政改革についての全職員の理解と貢献した職員へ

の評価であり、公共施設の建設･運営や施策マネジメントに対する手法の検討ではない。

職員が危機的財政状況を理解し、市民に向き合うことが求められているのであって、

方針を策定することでもなければ、近隣市と比較・検証することでもないはずである。
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必要なのは一人一人の職員が行財政改革を自らのものとした上で１００人の市民と向

き合うことであり、言い訳を探したり、方針が示されることを待つことではないはずで

ある。

市民会議としては、これ以上報告書への対応にエネルギーをかけることなく、本報告

書で示された職員の意識の低さを教訓として、職員の行革に対する意識の浸透を図るた

めの取組に期待したい。そして、新たな行財改革大綱の構築に向けた取り組みを進める

べきである。

新たな「行財政改革大綱」とは、職員それぞれが理念を共有し、「実行」することに他

ならない。

２



行財政改革調査特別委員会

調査資料

堂_登竺_」
平成２６年７月 ２４日

企画財政部行政経営担当

小金井市ネーミングライツ導入に係る基本的な考え方

平成２６年７月２０日施行

１趣旨ｔ

この基本的な考え方は、小金井市が実施するネーミングライツの付与に

ついて、その目的や手法等の基本的な考え方をまとめたものです。

各事業所管課において、この基本的な考え方を参考に、ネーミングライ

ツの導入手続きを進めるものとします。

２ネーミングライツの付与の目的

ネーミングライツの付与は、市の財産を有効に活用し、新たな財源を確

保することにより、当該施設等の持続可能な管理、運営を行い、これによ

り市民サービスの向上を図ることを目的とします。

３ネーミングライツの付与の概要

（１）ネーミングライツとは、小金井市の施設に企業名等を冠した愛称を命

名する権利及びこれに付帯する権利をいいます。

（２）施設に企業名等を冠した愛称を命名する権利に付帯する権利とは、看

板 やチラシ、電子媒体等を通し て 愛 称 を 周 知 、 広 報 を す る 権 利 や 、 当該

施設に広告を掲出する権利などをいい、その内容は施設の性格などに応

じて、それぞれの契約で定めます。

（３）ネーミングライツの付与とは、ネーミングライツの付与を受ける者(以

下「ネーミングライツ・パートナー」といいます。）との契約により、ネ

ーミングライツを付与する代わりに、ネーミングライツ・パートナーか

らその対価等を得て、施設等の持続可能な管理、運営に資するための方

法をいいます。

（４）ネーミングライツの付与により、小金井市は命名された愛称を積極的

に使用することとしますが、命名することができるのは、施設の一般的

な呼称として用いられる愛称であり、小金井市の条例等で定められてい

る正式な施設名を変更するものではありません。

（５）ネーミングライツの付与は、施設の所有権、経営権などには影響を与



ぐ

えないものとします。また、ネーミングライツを、第三者に譲渡又は貸

与することはできません。

４ ネ ー ミ ングライツの付与の対象

文化施設、スポーツ施設、貸館施設などの公共的な施設を対象とし、そ

の設置や運営の目的、利用や参加の状況などを考慮し、企業名等を冠した

愛称を付すことに支障のない施設を対象とします。また、原則として施設

全体を対象としますが、施設の一部分を対象とする場合もあります。

なお、市役所庁舎、学校、寄贈品の多い資料館等はネーミングライツの

対象施設としてふさわしくないものと考えています。

５ネー ミ ングライツの付与に関する愛称の範囲及び費用負担の区分

（１）施設に付す愛称は、企業名等を冠したもので、対象施設の設置目的に

ふさわし く 、 市 民 に 親 し みをもってもらえるものとし、以下に掲げる事

項に該当する愛称は応募できないものとします。

ア当該ネーミングライツの 対象となる施設の公共性及びその品位を

損な う お そ れ の あ る も の

イ風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条に掲げる営業に該当するもの

ウ暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号から第５号までに規定する暴力団等の利益につ

ながるもの

エ政治活 動、 宗教 活動 、社会問題、意見広告及び個人的宣伝にかかわ

るもの

オ公の秩序又は善良の風俗に反するおそれのあるもの

力前各号に掲げるもののほか、公共的な施設の愛称として適当でない

と市長が認めるもの

（２）ネーミングライツの付与に伴う費用負担の区分は、次のとおりとしま

す。

アネーミングライツの付与に伴う対象施設に関する看板等の新設又

は変更については、ネーミングライツ・パートナーの負担とします。

イ契約期間の終了に伴う原状回復については、ネーミングライツ・パ



一トナーの負担とします。

(3)契約締結後に、小金井市が作成する印刷物等に係る名称の変更及び小

金井市のホームページ上の表示の変更（契約終了後の回復を含む｡）は、

小金井市の負担とします。

６ネーミングライツ・パートナーの募集方法等

（１）ネーミングライツ・パートナーの募集は、原則として公募するものと

し、市のホームページや市報「こがれい」等に掲載することにより行い

ます。

（２）ネーミングライツ・パートナーの募集に当たっては、募集の都度、要

項を作成し公表するものとします。

なお、応募については、募集要項で様式を定め、原則としてその様式

によるものとします。

（３）市は審査等の必要に応じ、応募者に応募内容の説明を求め、登記事項

証明書や決算書類など、必要な書類の提出を求めることができるものと

します。

なお、この旨を募集要項に明記するものとします。

（４）募集要項で定める様式には、おおむね次の事項が含まれるものとしま

す。

ア応募する団体の名称、代 表 者 名 及 び 所 在 地

イ命名 し よ う と す る 施 設 の名称

ウ愛称案（英文表記がある場合はそれを含む｡）及びその説明

エネーミングライツの付与の対価としての金額（年額）

オネーミングライツの付与の期間

力その他案件に応じ必要な 事項

７ネーミングライツ・パートナーの応募

ネーミングライツ・パートナーの応募資格を有する者は、法人格を有す

る団体とします。ただし、政治団体、宗教団体のほか、次の事項に該当す

る団体は、応募することができません。

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条に掲げる営

業を行う団体



(2)暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に掲げる暴力

団又は暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う団体

(3)公の秩序又は善良の風俗に反する事業を行う団体

(4)民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条に基づく再生手続

開始の申立てがなされている団体（再生手続開始の決定を受けた者を除

く。）

(5)会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条に基づく更生手続

開始の申立てがなされている団体（更生手続開始の決定を受けた者を除

く。）

(6)応募書類の提出時において、公租公課を滞納している団体

(7)前各号に掲げるもののほか、小金井市のネーミングライツ・パート

ナーとして市長が不適当と認める団体

８ネーミングライツの付与の対価等

ネーミングライツの付与の対価等については、対象施設の利用状況やメ

ディアなどへの露出状況などを勘案し、類似する施設や他市の例などを参

考として、募集の都度、ネーミングライツ料の目安となる額（希望価格）

を決定します。

９ネーミングライツ・パートナー の 選 定 方 法

（１）ネーミングライツの付与に関する事項について審査するため、庁内に

（仮称）小金井市ネーミングライツ審査委員会（以下「審査委員会」と

いいます｡）を設置し、優先交渉権者の決定等について審査・選定を行い

ます。

なお、審査委員会の設置等については、導入施設ごとに定めます。

（２）ネーミングライツ・パートナーの選定については、概ね以下の視点で

審査項目を定め、審査委員会において必要事項の審査を行うこととしま

す。

ア応募団体について

（ア）応募資格が適正か

（イ）応募団体等の経営は健全か

（ウ）施設と応募団体との理念、事業内容等がマッチしているか等



イ愛称

（ア）親しみやすいか、わかりやすいか、呼びやすいか

（イ）施設の管理運営に支障が生じる恐れはないか等

ウネーミングライツの付与の対価

応募金額は妥当か

エ導入期間

安定したネーミングライツ運用が図られる期間か等

オその他

１０ネーミングライツ・パートナーとの契約

（１）ネーミングライツ・パートナーに応募のあった団体について、審査委

員会において提案の総合的な判断を行い、適正なものであると判断する

提案について順位を付し、最上位の順位者に優先交渉権を付与します。

（２）小金井市と優先交渉権を付与された者において契約内容の詳細につい

て協議し、双方が合意に至った時点で契約を締結するものとします。

（３）小金井市が合意の可能性がないと判断した場合は、優先交渉権を付与

された者との協議を打ち切り、第２順位者との協議を開始することがで

きるものとします。また、以降この例により、順次、下位順位者と協議

が開始できるものとします。

（４）契約期間が満了する場合において、ネーミングライツ・パートナーか

ら契約継続の申出があったときは、当該ネーミングライツ・パートナー

に優先交渉権を付与することができるものとします。この場合において、

優先交渉権を付与するかどうかの判断は、審査委員会が行います。

１１契約の解除

（１）ネーミングライツ・パートナーの責めに帰すべき事由により、当該施

設の愛称の維持が困難であると認められる場合には、小金井市において

契約を解除することができるものとします。

（２）前記(1)の規定により契約を解除する場合においては、それに伴う原状

回復に必要な費用は、ネーミングライツ・パートナーが負担するものと

します。



１２この基本的な考え方の実施

この基本的な考え方は、平成２６年７月２０日から施行するものとし

ます。



行財政改革調査特別委員会

調査資料
平成２６年７月２４日

企画財政部行政経営担当

市が保有する債権の調査について（平成２４年度分）
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１ 納税課 市税 2０．８３１．９２１．５３２

※
19.883.722.613 95.4 40.988.958 907.209.961

２ 保険年金課 国民健康保険税 3.201.100.439 ※ 2.349.549.248 73.4 66.737.230 784,813,961
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３ 保険年金課 第三者納付金 6．５３２．１５７ 6.509.701 99.7 ０ 2２．４５６

４ 〃 特定健康診査費返還金 75.900 30.360 40.0 ０ 45.540

５ 〃

不当利得
(小金井市国民健康保険の被保険者資
格喪失後に小金井市国民健康保険で
診療を受けた医療費に対する返還請
求｡歳出に振り替えた金額を含む｡）

5.498.333 1.898.345 34.5 250.362 3.349.626

６ 〃 後期高齢者医療保険料 1．２６３．１８３，３００
※

1.243.837.700 98.5 1.944.900 17.400.700

７ 下水道課 下水道使用料 1．０１３．９１９．４４２ ※ 993,500,598 98.0 3０７．６４４ 2０，１１１，２００

８ 地域福祉課 生活保護費返還金 9０．４９７．１３５

ｰ

50.815.086 56.2 ０ 3９，６８２．０４９

９ 介護福祉課 介護保険料 1．３８３．０２５．１００
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注1）未収入額がある債権のみを記載した。
注2）※印については､収入額から還付未済額を控除した額
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1０ 介護福祉課 老人施設措置費負担金 8.852.896 8．６６１．６１９ 97.8 ０ 1９１．２７７

１１ 子育て支援課 児童手当返還金 125.000 105.000 84.0 ０ 2０．０００

1２ 〃 児童育成手当返還金 1０８．０００ 9４．５００ 87.5 ０ 1３．５００
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行財政改革調査特別委員会

調査資 料
平 成 ２ ６ 年 ７ 月 ２４日

企 画 財 政 部 財 政課

平成26年度補助金等一覧

(単位:千円）

一

上
Ｅ

｡＝画

一亙詳Ｊ
〆

１

款 内 訳 平成26年度 義務的※１
国(都)連動

※２

交付要綱等

条例 その他要綱等

交付額(率）
等の定め

l雛会費

○政務活動費

8,640

8,640 ○ ○

○小金井警察署防犯協会補助金

○日本司法支援センター運営受補助金

○｢平和行事｣参加の旅補助金

○国内研修事業参加補助金

○緊急一時保護施設運営費補助金

○民間集会施設等助成金

○小金井三宅島友好協会補助金

○ＮＰＯ法人小金井市文化協会補助金

○小金井薪能補助金

○市民まつり実行委員会補助金

○市民まつり実行委員会事務局費補助金

○市民文化祭実行委員会補助金

18,534

243

１５０

380

１１

1００

859

900

900

500

10,821

２050

１620

。※３
◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

ｅ※４

⑤

⑤

○

、

○

④

②

⑤

●

③

●

３民生費

○社会福祉協議会運営補助金

○小金井市保護司会補助金

○福祉団体補助金

○地域福祉推進事業補助金

○福祉サービス第三者評価受審費補助金

○在日外国人等高齢者･障害者福祉給付金

○太陽のひろぱ補助金ノ

○ﾘﾌﾄタクシー運行事業補助金

○障害者高齢者移送サービス事業補助金

○精神保健福祉ボランティア育成費補助金

○障害者日中活動系サービス推進事業補助金

○老人クラブ補助金

○老人クラブ連合会補助金

○つきみの園建設費借入金償還金等補助金

○特別養護老人ホーム建設費補助金(清雅苑）

○特別養護老人ホーム建設費補助金(麦久保園）

○小金井市シルバー人材センター事業費補助金

○おとしより入浴事業補助金

○社会福祉法人等利用者負担軽減制度事業補助金

○サービス提供者利用者負担軽減制度事業補助金

○介護職員初任者研修受購料助成金

○小金井にし地域包括支援センター整備等補助金

○偲知症高齢者グループホーム緊急整備支援事業補助金

○青少年健全育成補助金

○民間保育所補助金

○民間保育所改修費等補助金

○保育室･家庭福祉員補助金

○保育室等保護者助成金

○その他保育施設定期利用保育事業補助金

○小金井子育て･子育ち支援ﾈｯﾄﾜｰｸ協雛会運営補助金

○産休等 代 替 職 員 費 補 助 金 ．

○病児･病後児保育事業補助金

○一時預かり事業補助金

○民間保育所定期利用保育事業補助金

○保育室定期利用保育事業補助金

○認証保育所運営費等補助金

○認証保育所定期利用保育事業補助金

○認定こども園運営費等補助金

1,544794

7３ 842

１００

1,104

5，０００

3,357

120

8４

4,360

5,000

１０８

88,181

５058

３540

4３ 322

９000
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4０ 4４１
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３444

2３ 800
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540376

205878

931

29,700
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４310
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349276

４800

２980

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○

◎

○

○

○

○

◎

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

●

○

○

○

○

念

⑨

●

●

③

●

●

○

○

○

●

○

⑥

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○



款 内 訳 平成26年度

３民生費 ○母子家庭等自立支援教育訓練給付金 １５０

○母子家庭等高等技能訓練促進費 5,392

４術生費 4７ 488

○保健衛生事業協力補助金小金井市医師会 １500

○保健衛生事業協力補助金小金井歯科医師会 １200

○歯と口の健康週間行事補助金 １０００

○献血推進協継会補助金 300

○光化学スモッグ被害者見舞金 ６

○環境市民会議補助金 600

○雨水貯留施設設置費補助金 300

○住宅用新エネルギー機器等普及促進補助金 10,550

○北一会館運営交付金 ２695

○生ごみ減赴化処理機器購入費補助金 1５ 940

○大型生ごみ減赴化処理機器購入費等補助金 ３000

○集団回収事業協力業者交付金 ４619

○リサイクル事業補助金 ５778

５労働費 1３ 375

○小金井市勤労者福祉サービスセンター補助金 1３ 375

６農林水産業費 2０ 3０１

○小金井市農業振興連合会補助金 ５651

○体験型市民農園管理運営費補助金 900

○腿定鱒柾農業者支援事業補助金 2,500

○都市農業経営パワーアップ事業補助金 11,250

７商工費 105,497

○小金井市消費者団体連絡協議会補助金 450

○住宅増改築資金融資あっせん制度利子補給金 155

○公衆浴場施設改修費補助金 500

○小金井市商工会補助金 10,541

○街路装飾灯維持管理費補助金 5,187

○商店街サポート利子補給金 4７

○つなぎ資金サポート利子補給金 4０

○新･元気を出せ！商店街事業補助金 35,749

○特定非営利活動法人サポート利子補給金 186

○農工大･多摩小金井ベンチャーポート入居者賃料補助金 19,064

○産業振興プラン推進組織･名物市等特別事業補助金 1０ ０００

○商店会街路装飾灯LED化事業補助金 １134

○小口事業資金融資制度保証料 ４400

○小口事業資金融資制度利子補給金 ９400

○小金井市観光協会補助金 ８144

○小金井阿波おどり振興協議会補助金 500

８土木費 123,095

○コミュニティバス運行補助金 32,975

○街路灯電気料補助金 167

○交通安全協会補助金 “ 689

○災害見舞金 3０

○木造住宅耐震診断助成金 2,000

○木造住宅耐震改修助成金 3，０００

○地区まちづくり準備会助成金 4０

○地区まちづくり協議会助成金 １００

○テーマ型まちづくり協議会助成金 5０

○新小金井駅バリアフリー化設備整備費補助金 28,000

○特定緊急輸送道路沿道建築物耐震診断助成金 16,422

○特定緊急輸送道路沿道建築物耐震補強設計助成金 35,128

○保存生垣奨励金 1,927

○環境緑地管理奨励金 881

○保存樹木肥培管理費奨励金 1,686

９消防費 1,993

○小金井防火防災協会補助金 270

○自主防災組織補助金 1,621

○災害見舞金 100

義務的※１
国(都)連動

※２

交付要綱等

条例 その他要綱等
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款 内 訳 平成26年度 義務的※１

９消防費 ○災害弔慰金 １

○災害障害見舞金 １

220,588

○ 奨学金． ２666

○私立幼稚園等就園奨励費補助金 7４ 072

○私立幼稚園等園児保護者補助金 104237

○小金井市私立幼稚園協会補助金 ２411

○義務教育就学義務猶予免除者等教育助成金 4８

○市教育研究会助成金 471

○参加児童補助金 2,577

○付添看護師補助金 105

○介助員補助金． 1５１

○参加生徒補助金 10,920

○付添看護師補助金 135

○介助員補助金 243

○特別支援学級移動教室補助金 112

○介助員補助金 ・９６

○補助員補助金 7２

○参加生徒補助金 2,457

○付添看護師補助金 250

○介助員補助金 ４５０

○中学校部活動補助金 2,175

○全国･関東大会等代表者等派遣費補助金 100

○オーケストラ鑑賞教室参加児童補助金 7２

○合唱鑑賞教室参加生徒補助金． 118

○中学生東京駅伝大会試走会参加生徒補助金 2１

○小金井市公立小中学校長会補助金 3２

○小金井市公立小中学校副校長会補助金 1８

○小金井市公立小中学校事務職員会補助金 ９

○各種行事参加補助金 2６

○連合音楽会参加補助金 1６

○特別支援学級校外授業等参加費補助金(固定学級） 379

○特別支援学級校外授業等参加費補助金(通級学級） 553

○小金井市公立小中学校長会補助金 1８

○小金井市公立小中学校副校長会補助金 １０

○小金井市公立小中学校事務職員会補助金 ５

○各種行事参加補助金 １５

○特別支援学級校外授業等参加受補助金(固定学級） 1８２

○特別支援学級校外授業等参加費補助金(通級学級） 3０

○社会教育関係団体補助金 180

○市立小中学校ＰｒＡ連合会補助金 １５０

○小金井市スカウト協議会運営費補助金 5５

○青少年のための科学の祭典交付金 500

○地域文庫補助金 3０

○文化財保存事業費補助金 229

○ウオーキングフェスタ東京交付金 2,000

○小金井市体育協会補助金 9,972

○黄金井倶楽部補助金 2,220

合 計 2,104,305

※ｌ義務的とは､当該補助金が法律などで義務化されており､市の判断で廃止等ができないもの。

※２国(都)補助金があり､国や都の補助要綱等で補助対象事業とされているもの。

※３．は小金井市補助金等交付規則に基づき交付されているもの。

※４，は予算の範囲内と規定されているもの。

３

国(都)連動 交付要綱等 交付額(率）
※２ 条例 その他要綱等 等の定め

○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ③

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ●

○ .○

○ ○

○ ○

○ ○

◎ ⑧

◎ ④

◎ ●

◎ ●

◎ ○

◎ ⑤

◎ ①

◎ ●

◎ 、

◎ ●

「
◎

◎

◎

○

◎

◎

。

●

③

○

●

○

○ ④

○ ○

○ ●

○ ●

○ ④

○ ●
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行財政改革調査特別委員会

２６陳情第 ５号資料

平成２６年７月２４日

総務部職員課

多摩２６市における５５歳昇給抑制の状況及び勤務成績に基づく昇給への
0

反映状況の調べ

１５５歳昇給抑制の状況（平成２６年４月１日現在）

区分 実施自治体数

５５歳昇給抑制 11市

５５歳昇給停止 4市

５７歳昇給停止 1市

５８歳昇給停止 10市

合計 26市

注１

注２

「昇給抑制」は、１号給又は2号給に昇給を抑制。自治体によっては勤務成績により

2号給から5号給までの昇給を実施する場合あり

「昇給停止」は、基本的には昇給は実施しないが、自治体によっては勤務成績によ

り１号給又は2号給の昇給を実施する場合あり

２５５歳昇給抑制実施自治体における勤務成績に基づく昇給反映状況

（平成２６年４月１日現在）．

区分 昇給反映状況

昇給反映あり
５５歳昇給抑制

｡

昇給反映なし

昇給反映あり
５５歳昇給停止

昇給反映なし

合計

実施自

治体数

10市

1市

3市

l市

15市

内訳

【標準】２号【上位】３号【最上位】４～5号：３市

【標準】１号【上位】２号【最上位】３号：７市

【標準】０号【上位１１号【最上位】２号

注１：「昇給反映あり」の自治体は、勤務成績に基づく昇給反映を実施しており、５５歳以上

の職員においても、個々人の勤務成績により昇給号数に変化が生じる。
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課別時間外勤務時間数及び金額の調べ
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、

平成２６年７月２４日

総務部職員課

部 課 年度
４月からピ

時間

月までの合計

金額(千円）

前

時間

牢度比
<存否目【ニト供！】

企画財政部

企画政策謀

財政課

広報秘香謀

情報システム謀

2６

2５

2６

2５

２６早

2５

2６

2５

458

385

441

595

409

583

175

231

1,105

927

、９５８

1,387

982

1.476

344

465

7３

△１５４

△１７４

△５６

１７８

△４２９

△４９４

△１２１

総務部

●

総務課

地域安全課

臓員謀

管財課

2６

2５

2６

．２５

2６

2５

2６

2５

３８４

１６２

603

８１７

1.451

1.077

１９５

627

951

373

1.374

1.876

3.343

2,429

405

1.388

222

△２１４

374

△４３２

578

△５０２●

914

△９８３

市民部

市民腺

コミュニティ文化課

経済課

保険年金課

市民税課

資産税腺

納税課

2６

2５

2６

2５

2６．

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

431

１.O３６ｂ

8７

1１２

556

318

1.751

1.360

1.709

2.042

１１０

301

1.075

795

920

2.099

231

285

1,356

769

4,148

3.398

4.400

5.154

281

766

2,482

1.880

△６０５

△２５

238

391

△３３３

△１９１

280

△1,179

△･5４

587

750

△７５４

△４８５

602

環境部

環境政策謀

ごみ対策課

下水道課

2６

2５

2６

2５

2６

2５

４４２

４１７

663

659

４０８

122

1,077

944

1,613

1,647

1.316

408

2５

４

286

1３３

△３４

908

福祉保健部

地域福祉課

自立生活支援課

介護福祉腺

健康課．

2６

2５

26.

2５．

2６

2５

2６

2５

2,130

2.402

1,143

1.622

540

745

545

836

5.030

5,652

2,833

4，１１０

1,344

1.831

1,518

2,569

△２７２

△４７９

△２０５

△２９１

△６２２

△1,277

△４８７

△１，０５１

子ども家庭部

子育て支援課

保育課

保育園

児童青少年課

、２６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

1,271

969

1.267

1,079

3,293

3,436

844

965

3,031

2.200

2,866

2,423

8,037

8.496

2.195

2,551

302

188

△１４３

△１２１

8３１

443

△４５９

△３５６

都市整備部

都市計画課

まちづくり推進課

道路管理謀

建築営繕謀

交通対策謀

区画整理課

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

363

8１

313

326

7３

・５６

331

488

6０

2５

８９

8４

869

１７１

676

766

170

１４８

906

1,296

148

8６

２１６

206

282

△１３

１７

△１５７

3５

５

698

△９０

9

22

△３９０

6２

１０
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部 課 年度
４月からｆ

時間

月までの合計

令今署目（二十倍！】

前

時間

年度比
令額(千円）

学校教育部

庶務課

学務課

指導室

小学校

中学校

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

130

483

845

834

４５８

567

147

１９２

1５

８

312

1,142

1.868

1.966

971

10526

403

567

4０

3１

△３５３

１１

△１０９

△４５

７

△８３０

△９８

△５５５

△１６４

９

生涯学習部

生涯学習謀

図書館

公民館

2６

2５

2６

2５

2６

2５

182

413

854

657

373

428

513

1.197

2.273

１．８４１

1,217

1.523

△２３１

197

△５５

△６８４

432

△３０６

行政委員会等

会計課

議会事務局

選挙管理委員会

監査委員事務局

農業委員会

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

2６

2５

172

340

4５

１７３

9７

462

３

３

5０

5２

470

967

１０１

377

335

1.089

７

７

１３０

133

△168

△１２８

△３６５

０

△２

△４９７

△２７６

△７５４

０

△３

合計
2６

2５

26,981

29.365

65.765

72.542
△2,384 △6,777
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行 財政改革調査特別委員会

調 査資料
平 成 ２ ６ 年 ７ 月

総務部職

２４日
匡。

貝 課

ｋ 多摩２６市における人事評価調べ

平成２６年４月１日現在

人事評価の対象職層 目標管理制度を導入している職層

部長 課長 係長 主任以下 部長 課長 係長 主任以下

小金井市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

八王子市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

立川市 × ○ ○ ○ × ○ ○ ○

武蔵野市 ○ ○ ○ ○ × × × ×

三鷹市 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○

青梅市 ○ ○ ○ ○， ○ ○ ○ ○

｡､

府中市 ○ ○ ○ ○ × × × ×．

昭島市 ○ ○ ○ ○ × × ×． ×

調布市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ×

町田市 ○ ○ ○ ○ × × × ×

小平市 × ○ ○ ○ × ○ ○ ×

日野市 ○ ○ ○ ○ × × × ×

東村山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国分寺市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

国立市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

福生市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

狛江市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東大和市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

清瀬市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

東久留米市 ．○ ○ × × ○ ○ × ×

武蔵村山市 ○ ○ ○ ○ × × × ×

多摩市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

稲城市 ○ ○ ○ ○ × × × ×

羽村市 × ○ ○ ○ × ○ ○ ○

あきる野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ×

西東京市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

１



小金井市

八王子市

立川市

武蔵野市

三鷹市

青梅市

府中市

昭島市

調布市

町田市

小平市

日野市

東村山市

国分寺市

国立市

福生市

狛江市

東大和市

清瀬市

東久留米市

武蔵村山市

多摩市

稲城市

羽村市

あきる野市

西東京市

人事評価の給与反映状況．

人事評価を勤勉手当に反映している職層

部長

○

○

×

○

○

○

×

×

○

○

×

○

○

○

×

×

×

×

○

×

×

×

○

×

○

×

課長

×

○

○

○

○

○

×

×

○

○

×

○

○

○

×

×

×

×

○

×

ｔ

×

×

○

×

○

×

係長 主任以下

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

○ ○

× ×

×． ×

○ ○

○ ○

× ×

× ×

○ ×

○ ○

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

× ×

○ ○

× ×

× ×

× ×

２

人事評価を昇給に反映している職層

部長 課長 係長 主任以下

× × × ×

○ ○ ○ ○

× × × ×

○ ○ ○ ○

× × × ×

○ 一○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

× × × ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

× × × ×

× × × ×

× ○ ○ ○

× × × ×

× ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

× × × ．×

○ 。○ × ×

× × × ×

○ ○ ○ ○

× × × ×

○ ○ ○ ○

× × × ×

く
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調 査 資料
平成２６年７月２４日

総務部職員課

多摩２６市における男女別職員数調べ

平成２６年４月１日現在、単位：人

管理職者 正規職員 非常勤嘱託職員

男 女 合計 男 女． 合計 男 女 合計

小金井市 5７ 1２ 6９ 362 306 668 8６ 205 291

八王子市 147 1６ 1６３ 1.867 899 2.766 lOO 395 495

立川市． 7３ １２ 8５ ６９２ 421 1．１１３ 8８ 326 414

武蔵野市 9４ ８ 102‐ ､５０２ 447 949 1１９ 350 469

三鷹市 １１６ 3４ 150 512 481 993 4４ 428 472

青梅市 6８ ５ 7３ 562 1９９ 7６１ ６ １３ 1９

府中市 1０５ 1２ 1１７ 593 ６５６ 1．２４９ 7２ １６６ 238

昭島市 6２ ６ 6８ 446 ２１４ 6６０． 5２ 8３ 1３５

調布市 124 1７ 1４１ 673 567 1．２４０ 202 7１１ 913

町田市 223 4２ 265 1．５３４ 1．３１７ 2.851 8９ １９５ 284

小平市 1１７ 2１ 、１３８ 486 439 925 1３０ 292 422

日野市 1６０ 4７ 207 6４１ 674 1．３１５ 6５ 226 2９１

東村山市 7２ ４ 7６ 415 368 783 2４ 213 237

国分寺市 6４ ５ 6９ 389 2７１ 660 、５３ 278 3３１

国立市 4９ ４ 5３ 267 174 441 5７ 299 ３５６

福生市 4５ ４ 4９ 252 1１８ 370 2０ ．１０３ 123

狛江市 4６ １０ 5６ 231 225 456 2１ 383、 404

東大和市 5４ ５ 5９ 254 159 413 (未集計） (未集計） 146

清瀬市 ３１ ４ 3５ ２１３ 227 440 4３ 249 292

東久留米市 4５ ４ 4９ 293 304 597 1９ 1６７ 1８６

武蔵村山市 4８ ３ 5１ 272 １１１ 383 4９ 285 334

多摩市 6０ ８ 6８ 477 335 812 １４ 114 128

稲城市 4５ ９ 5４ 264 1７５ 439 1２ 135 147

羽村市 5４ ８ 6２ 217 139 356 3２ 2２１ 253

あきる野市 5１ １ 5２ 292 １２６ ４１８ 3１ 166 197

西東京市 6９ １０ 7９ 528 490 1.018 8６ 491 577



行財政改革調査特別委員会

調 査資料

〆 － －
〆へ,

ノ

平 成 ２ ６ 年 ７ 月 ２ ４ 日

総務部職員課

第２次小金井市人材育成基本方針における「男女共同参画の推進」の取組について

事業

男女平等の視点に
立った職員配置と
管理職への登用の
促進

男性職員の育児休
暇、介護休暇取得
の促進

職場と家庭が両立
するような職場環
境の整備

内容

男女平等の視点に立った職員配置を行う
とともに、管理職への女性職員の登用を
図る。また、女性職員登用のための意識
啓発及びキャリアデザイン支援の観点か
ら、女性職員のためのキャリア研修の実
施を検討する。

ワーク・ライフ・バランスの促進とし

て、男性職員の育児休暇の促進や、介護
休暇取得の促進などを図る。

職場と家庭が両立するよう、働き方を見
直し、男女相互に休暇を取得しやすい職
場環境の整備を推進する。

具体的な取組

･各職場において、職員配置に偏りのないよう努める。
･意欲と能力のある女性職員の積極的な登用を進める。
･採用時研修等において意識啓発を行う。
･女性職員のためのキャリア研修の実施を検討する。

･庁内報に特集記事を掲載し、意識啓発を図る。
･子育て・介護に関する休暇制度について職員に周知を図る。

ｂ■

●

･毎週水曜日の「一斉退庁日」の徹底を図るなど、時間外勤務抑制に取
り組み、ワークライフバランスの実現に努める。
● 子育て・介護に関する休暇制度について職員に周知を図る。

OＢ
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行財政改革調査特別委員会
調 査資料

小金井市で使用する書式への押印廃止に関する調べ

平成２６年７月２４日
総務部総務課

Ｕ

（

※調査対象の書式は、平成２６年４月１日現在において申請人等へ押印を求めている書式のうち、次のいずれ
かに該当するものとする。ただし、当該書式で記名押印に代えて署名することができる旨定められているも
の、市民が私的用務として自ら選んだ用紙を使用して市に提出する文書（陳情書、要求書、嘆願書等）並びに
庁内組織間及び職員に係るものは、調査対象の書式から除外する。

（１）市民（法人を含む。）から提出される申請書等の書式

（２）条例､規則、規程､要綱、要領等により様式が定められているもののほか､定められていない様式で各課で任意に作成しているもの

(単位：件）

・部名 課名
押印のある

書式数

押印廃止検討結果

可能 困難

書式の根拠規定等の区分

国・都
一
ｒ

－

フ 任意その他

可能 困難 可能 困難 可能 困難

企画財政部

企画政策課

財政課

広報秘書課

情報システム課

７

０

1３

０

１

０

３

０

６

０

１０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

１

０

３

０

６

０

９

０

０

０

０

０

０

０

１

０

総務部

総務課

地域安全課

職員課

管財課

０

０

０

、３６

０

０

０

０

０

０

０

3６

０

０

０

０

０

０

０

１３

０

０

０

０

０

０

０

2０

０

・０

０

０

０

０

０

３

市民部

市民課

コミュニティ文化課

，経済課

保険年金課

市民税課

資産税課

納税課

８

1３

1０１

7３

2６

2９

９

０

０

０

１

０

０

０

８

1３

lＯｌ

7２

2６

2９

９

０

０

０

０

０

０

０

４

０

３

4９

８

１

、０

０

０

０

０

０

０

０

４

１３

９１

1３

1３

１８

７

０

０

０

１

０

０

‐０

０

０

７

１０

５

１０

２

・環境部

環境政策課

ごみ対策課

.下水道課

7６

４２

3３

４

０

０

7２

4２

３３

０

０

０

4３

０

０

３

０

０

・２９

４１

2５

１

０

０

０

１

８

福祉保健部

地域福祉課

自立生活支援課

介護福祉課

健康課

7６

6０

6８

１

０

０

２

０

7６

6０

6６

１

０

０

０

０

2５

０

２

０

０

０

・２

０

4４

5４

5２

１

０

０

０

０

７

６

1２

０

子ども家庭部

子育て支援課

保育課

児童青少年課

9５

９２

４

０

１

２

9５

９１

２

０

０

０

5５

０

０

０

０

２

2８

9０

２

０

１

０

１２

１

０

都市整備部

都市計画課

まちづくり推進課

道路管理課

建築営繕課

交通対策謀

区画整理課

７
ダ

9５

3２

０

2０

3６

０

０

１

０

０

０

７

9５

３１

０

2０

3６

０

０

０

０

０

０

７

０

９

０

０

４

０

０

０

０

０

０

０

9５

2１

０

1８

2２

０

０

、１

０

０

０

・０

０

１

０

２

1０

学校教育部

庶務課

学務課

指導室

３

８

０

３

０

０

０

８

０

０

０

０

０

０

０

３

０

０

０

５

０

０

０

０

０

３

０

生涯学習部

生涯学習課

図書館

公民館

3０

３

０

８

０

０

2２

○ ３

０

０

０

０

０

０

０

８

０

０

2２

３

０

０

０

０

０

０

０

行政委員会等

会計課

固定資産評価審査委員会

選挙管理委員会事務局

監査委員事務局

農業委員会

議会事務局

４

１

３３

１

７

1５

０

０

０

０

０

１

４

１

3３

１

７

１４

０

０

０

０

０

０

０

０

０

１

６

１

０

０

０

、０

０

０

４

１

3３

０

１

９

０

０

０

０

０

１

０

０

０

０

０

４

合計 1．１５７ 2７ 1．１３０ ０ 2３１ 2２ 794 ５ 1０５


